
  

　　　前年同月比　実質※112.6%の増加　名目※314.5%の増加

　　　全国の消費支出（二人以上の世帯）は、１世帯当たり334,701円

　　　前年同月比　実質※12.9%の減少　名目※31.3%の減少

　　　前年同月比　実質※112.5%の増加

　　　　　　　　　実質※212.6%の増加

　　　　　　　　　名目※314.4%の増加

　　　全国の勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は、１世帯当たり557,663円

　　　前年同月比　実質※14.7%の増加

　　　　　　　　　実質※24.8%の増加

　　　　　　　　　名目※36.4%の増加

              ※1：物価の変動を取り除いた数値　実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

              ※2：物価の変動を取り除いた数値　実質化には消費者物価指数（総合）を用いた。

              ※3：物価水準の影響を考慮していない数値

勤労者世帯 勤労者世帯

集計世帯数 90 52 7,234 3,927

世帯人員(人) 2.61 2.96 2.87 3.18

有業人員(人) 1.31 1.88 1.34 1.81

世帯主の年齢(歳) 60.8 49.6 61.0 51.0

受取 － 1,433,553 － 1,380,927

実収入 － 568,027 － 557,663

経常収入 － 566,190 － 544,767

勤め先収入 － 551,138 － 526,526

世帯主収入 － 359,619 － 415,764

うち男 － 338,413 － 386,031

定期収入 － 351,796 － 390,668

臨時収入・賞与 － 7,823 － 25,096

臨時収入 － 2,324 － 7,719

賞与 － 5,499 － 17,376

世帯主の配偶者の収入 － 178,900 － 96,419

うち女 － 178,900 － 94,826

他の世帯員収入 － 12,619 － 14,343

事業・内職収入 － 3,573 － 7,577

家賃収入 － 0 － 766

他の事業収入 － 0 － 5,951

内職収入 － 3,573 － 860

他の経常収入 － 11,479 － 10,664

財産収入 － 0 － 1,027

社会保障給付 － 11,479 － 8,586

公的年金給付 － 0 － 115

他の社会保障給付 － 11,479 － 8,472

仕送り金 － 0 － 1,050

　2026年(令和8年)3月分　家計調査結果（二人以上の世帯）（松江市）　

　　　　　〇消費支出(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 364,827円

　　　　〇勤労者世帯の実収入(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 568,027円

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

消費支出（１世帯当たり）

実収入（１世帯当たり）



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

特別収入 － 1,837 － 12,896

受贈金 － 236 － 2,444

他の特別収入 － 1,601 － 10,452

実収入以外の受取(繰入金を除く) － 462,978 － 512,306

預貯金引出 － 288,929 － 344,526

保険金 － 3,384 － 12,613

個人・企業年金保険金 － 3,384 － 3,818

他の保険金 － 0 － 8,795

有価証券売却 － 0 － 620

土地家屋借入金 － 0 － 0

他の借入金 － 0 － 577

クレジット購入借入金 － 170,665 － 152,288

財産売却 － 0 － 1,273

実収入以外の受取のその他 － 0 － 408

繰入金 － 402,548 － 310,958

支払 － 1,433,553 － 1,380,927

実支出 － 541,680 － 479,107

消費支出 364,827 430,001 334,701 374,892

1 食料 85,678 88,496 92,198 96,024

2 住居 13,558 16,610 19,441 24,610

3 光熱・水道 33,006 30,958 28,855 27,516

4 家具・家事用品 11,617 13,368 14,003 15,680

5 被服及び履物 10,858 14,603 10,999 14,644

6 保健医療 14,181 13,022 17,776 16,390

7 交通・通信 79,663 107,804 45,277 57,470

8 教育 4,413 7,864 14,302 22,297

9 教養娯楽 29,872 38,237 35,587 40,670

10 その他の消費支出 81,982 99,039 56,262 59,589

(再掲) 教育関係費 30,067 54,066 21,996 33,724

(再掲) 教養娯楽関係費 32,209 41,395 39,952 45,755

(再掲) 移転支出(贈与金＋仕送り金) 41,539 49,849 14,931 14,866

(再掲) 経常消費支出 241,220 250,252 237,351 252,073

(再掲) 情報通信関係費 15,343 15,477 15,527 16,497

(再掲) 消費支出(除く住居等) 281,777 312,631 293,848 323,893



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

非消費支出 － 111,679 － 104,214

直接税 － 40,550 － 43,289

勤労所得税 － 17,537 － 17,861

個人住民税 － 22,727 － 20,130

他の税 － 286 － 5,298

社会保険料 － 71,129 － 60,874

公的年金保険料 － 41,607 － 35,652

健康保険料 － 25,293 － 20,481

介護保険料 － 2,252 － 2,749

他の社会保険料 － 1,977 － 1,992

他の非消費支出 － 0 － 51

実支出以外の支払(繰越金を除く) － 581,137 － 612,713

預貯金 － 444,186 － 441,022

保険料 － 17,192 － 20,195

個人・企業年金保険料 － 3,800 － 3,835

他の保険料 － 13,392 － 16,360

有価証券購入 － 7,896 － 6,621

土地家屋借金返済 － 20,479 － 37,510

他の借金返済 － 4,448 － 1,632

クレジット購入借入金返済 － 86,292 － 97,559

財産購入 － 0 － 7,338

実支出以外の支払のその他 － 644 － 837

繰越金 － 310,736 － 289,108

可処分所得 － 456,348 － 453,448

黒字 － 26,347 － 78,556

金融資産純増 － 176,961 － 110,078

貯蓄純増 － 169,065 － 104,077

預貯金純増 － 155,257 － 96,496

保険純増 － 13,808 － 7,582

個人・企業年金保険純増 － 417 － 16

他の保険純増 － 13,392 － 7,565

有価証券純購入 － 7,896 － 6,001

土地家屋借金純減 － 20,479 － 37,510

他の借金純減 － 4,448 － 1,055

クレジット購入借入金純減 － -84,372 － -54,730

財産純増 － 0 － 6,064

その他の純増 － 644 － 429

繰越純増 － -91,812 － -21,851



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

－ 94.2 － 82.7

黒字率(％) － 5.8 － 17.3

金融資産純増率(％) － 38.8 － 24.3

貯蓄純増(平均貯蓄率)(％) － 37.0 － 23.0

預貯金純増(％) － 34.0 － 21.3

保険純増(％) － 3.0 － 1.7

個人・企業年金保険純増(％) － 0.1 － 0.0

他の保険純増(％) － 2.9 － 1.7

有価証券純購入(％) － 1.7 － 1.3

土地家屋借金純減(％) － 4.5 － 8.3

他の借金純減(％) － 1.0 － 0.2

クレジット購入借入金純減(％) － -18.5 － -12.1

財産純増(％) － 0.0 － 1.3

エンゲル係数(％) 23.5 20.6 27.5 25.6

注１ 統計表中の「-」は該当数字がないものである。 
　２ 二人以上の世帯には、「勤労者世帯」のほか、世帯主が無職の世帯と、自営業者などの

世帯を含み、自営業者などの世帯の収入は調査していないため、二人以上の世帯の収入
にかかる項目は「-」となる。

　３ 可処分所得とは、実収入から非消費支出を差し引いたものである。
　４ 黒字とは、可処分所得から消費支出を差し引いたものである。
　５ 平均消費性向とは、可処分所得に対する消費支出の割合である。
　６ エンゲル係数とは、消費支出に占める食料費の割合である。

(再掲) 可処分所得に対する割合
  平均消費性向(％)


